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変化が激しい現代において、本部
を取り巻く事業環境は大きく変化し
ている。
社会情勢面では、新型コロナウイ
ルス感染症拡大により社会のデジタ
ル化ニーズは高まり、顧客及び業界
の ITを活用した取り組みはより一
層積極的となった。
こうした背景を受け政府は、
2022年 6月 7日に「デジタル社会
の実現に向けた重点計画」を閣議決
定した。
新たなデジタル 5原則を盛り込

み、制度や業務プロセスの改革をデ
ジタル庁と各省庁が連携して進める
ことで、行政サービス・暮らし・産
業のデジタル化を加速することと
なった。
自治体関連の DX施策は「自治体

DX推進計画」として整理されてい
る。情報システムの標準化・共通化
といった自治体が重点的に取り組む
べき事項・内容を具体化し、2026
年 3月までを対象期間として地方
自治体のデジタル化を着実に進めて
いくこととなった。

2022年 8月に更新された「スー
パーシティ」構想は、住民が参画し、
住民目線で 2030年頃に実現される
未来社会を先行実現することを目指
している。2022年4月にはスーパー
シティ型国家戦略特区及びデジタル
田園健康特区となる区域が指定さ
れ、デジタル田園都市国家構想の取
り組みが推進されている。
技術面では、クラウドリフト＆シ
フト、AI、ノーコード・ローコード
といった技術に加え、人流予測等の
社会シミュレーション技術や DTC

（デジタルツインコンピューティン
グ）など先進的な技術の検討が行政
の動きを後押ししている。 社会基盤ソリューション事業本部

では、社会のニーズに機動力を持っ

社会基盤ソリューション事業本部は、本部ビジョン「社会課題を解決するソリューションを提供し、世界中のパートナー
とともに、より豊かで快適な社会を実現する」の実現に向け、2022 年度～ 2025 年度の中期経営計画を策定した。本記
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図 1　社会基盤ソリューション事業本部の体制

社会ニーズに応える組織構成
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て対応できる組織構成として 3組
織（2 事業部とグループ事業統括部）
及びグループ会社の構成となってい
る。（図 1）ここで各組織のミッショ
ンと事業内容を紹介したい。
グループ事業統括部は、本部に連
結するグループ会社と共に事業拡大
を図るミッションを有する組織であ
る。地域会社9社を含む12のグルー
プ会社を統括し、地域ビジネス・グ
ループビジネスの拡大を推進してい
る。事業領域は公共に留まらず、全
国の金融機関や法人のお客様を含め
幅広い地域ビジネスを展開している。
デジタルコミュニティ事業部はこ
れまで行政領域と地域ビジネスを中
心に担ってきたが、自治体業務の
DX化の時流を捉えて営業体制強化
を行うとともに、さらなる価値創造
のため分野を跨るスマートシティ事
業を担う体制を整えている。事業内
容は、税務／財務／NWを始めとし
た基幹系業務システム、公金収納業
務DX化ソリューション「pufure®」、
クラウド型県税システム「pre'xco®」、
「SocietyOS®」ブランドを中心に展
開するスマートシティプロジェクト
など、クロスドメインで ITの高度
化／デジタル化を進め、安心で利便
性の高い社会の実現と新たな価値創
造を目指している。
ソーシャルイノベーション事業部
は、「次の時代にコアとなるビジネ
スを創り続ける」組織を目指し、こ
れまでソリューションを主軸に活動
してきた。さらなる発展に向けて
2022年に中央省庁の営業体制を強
化し、今後は顧客軸・ソリューショ
ン軸の両輪で事業規模拡大を目指
す。お客様目線で広く社会課題を捉
え、現存するソリューションの普及

等既存のコアソリューションを起点
に、社会課題を踏まえた競争力のあ
る新たなサービスを生み出し続ける
ことで、ビジネスの創出・拡大を図
る。また、ソリューションビジネス
のさらなる収益力強化に向けたマネ
ジメント手法変革、組織変革にも取
り組んでいる。
第三は地域ビジネスである。地域
のお客様のニーズをしっかりと捉
え、NTTデータグループの強みで
あるデジタル技術を活かしながら、
公共・金融・法人の 3分野横断的
にビジネスを展開していく。グルー
プ会社が一丸となって全国展開を図
り、地域社会への貢献及び地方創生
に寄与することで、地域とお客様の
可能性の拡大を目指す。
社会基盤ソリューション事業本部
がお客様に提供するサービスのひと
つひとつを、有機的に繋げることで
点から面となり、未来のスマートシ
ティを形づくる要素となる。社会基
盤ソリューション事業本部は、これ
からも付加価値のあるサービスを提
供し、全国の生活者にとってより豊
かで快適な社会の実現を目指す。

と共に、DTC等の新たな価値創造
に取り組み続けている。

2022 年 5 月、NTT デ ー タ は
2022年度～ 2025年度の中期経営
計画を発表し、社会基盤ソリュー
ション事業本部でも 4か年の事業方
針を策定した。既存のビジネスを軸
に事業拡大を進めるとともに、新た
なソリューションの創出及びグルー
プ会社と連携した地域への横展開を
目指し、社会基盤ビジネス、ソリュー
ションビジネス、地域ビジネスの 3
本柱で事業を推進していく。（図 2）
第一の社会基盤ビジネスでは、従
来の SI型ビジネスを基盤にしつつ、
新たなサービス型ビジネスの創出に
取り組む。中央省庁、地方自治体な
どのお客様に高品質で安定したシス
テムを提供し続けるとともに、これま
で培った強みを活かしてビジネス領域
を拡大し、住民の視点に立った DX

やスマートシティの実現を目指す。
第二はソリューションビジネスであ

る。RPAソリューション「WinActor®」
や全世界デジタル3D地図「AW3D®」

 

1 社会基盤ビジネス
主要顧客のビジネス基盤堅守と強みのアセット化、横展開
住民への価値を最大化する官民デジタル改革の実現
スマートシティを事業フィールドに社会のデジタル化を加速

2 ソリューションビジネス 
競争力のあるコアソリューションを起点にビジネス創出・拡大
サービス型ビジネスの創発から事業化へのフレーム確立
高利益率なビジネスモデルへの転換

3 地域ビジネス
地域柱顧客の確立とビジネス拡大
Digitalケイパビリティの強化
全国一体経営の更なる強化
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図 2　中期事業方針
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